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我が国の2050年カーボンニュートラル宣言・新たな2030年度目標

 2020年10月26日、第203回臨時国会において、「2050年カーボンニュートラル、脱炭素
社会の実現を目指す」ことが宣言された。

 2021年4月22日、地球温暖化対策推進本部及び米国主催気候サミットにおいて、2030
年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指すこと、さらに50％の高み
に向け挑戦を続けること等を発言。

【第203回国会における所信表明演説】（2020年10月26日）＜抜粋＞

 菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力して参り

ます。我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボ

ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

【米国主催気候サミットにおけるスピーチ】（2021年4月22日）＜抜粋＞

 地球規模の課題の解決に、我が国としても大きく踏み出します。2050年カーボンニュートラルと整合的で、

野心的な目標として、我が国は、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減するこ

とを目指します。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けてまいります。
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長期的な方向性を法律に位置付け

脱炭素に向けた取組･投資を促進

地球温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」の目標や

｢2050年カーボンニュートラル宣言｣を基本理念として法に位置付け

 地球温暖化対策に関する政策の方向性が、法律上に明記されることで、国の政策の継続性・予見可能

性が高まるとともに、国民、地方公共団体、事業者などは、より確信を持って、地球温暖化対策の取組

やイノベーションを加速できるようになります。

 関係者を規定する条文の先頭に「国民」を位置づけるという前例のない規定とし、カーボンニュートラルの

実現には、国民の理解や協力が大前提であることを明示します。

ESG投資にもつながる

企業の排出量情報のオープンデータ化

地方創生につながる再エネ導入を促進

地域の求める方針（環境配慮･地域貢献など）に適合する再エネ活用事業を市

町村が認定する制度の導入により、円滑な合意形成を促進

 地域の脱炭素化を目指す市町村から、環境の保全や地域の発展に資すると認定された再エネ活用事業

に対しては、関係する行政手続のワンストップ化などの特例を導入します。

 これにより、地域課題の解決に貢献する再エネ活用事業については、市町村の積極的な関与の下、地域

内での円滑な合意形成を図りやすくなる基盤が整います。

企業からの温室効果ガス排出量報告を原則デジタル化

開示請求を不要にし､公表までの期間を現在の｢2年｣から｢1年未満｣へ

 政府として行政手続のデジタル化に取り組む中、本制度についてもデジタル化を進めることにより、報告す

る側とデータを使う側双方の利便性向上が図られます。

 開示請求を不要とし、速やかに公表できるようにすることで、企業の排出量情報がより広く活用されやすく

なるため、企業の脱炭素経営の更なる実践を促す基盤が整います。

地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律 令和3年6月2日公布

｢2050年までの脱炭素社会の実現」を基本理念として法律に位置付け、政策の予見可能性を向上。
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地球温暖化対策計画の改定について

 地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画

温室効果ガス排出量
・吸収量

（単位：億t-CO2）

2013排出実績 2030排出量 削減率 従来目標

14.08 7.60 ▲46％ ▲26％

エネルギー起源CO2 12.35 6.77 ▲45％ ▲25％

部
門
別

産業 4.63 2.89 ▲38％ ▲７％

業務その他 2.38 1.16 ▲51％ ▲40％

家庭 2.08 0.70 ▲66％ ▲39％

運輸 2.24 1.46 ▲35％ ▲27％

エネルギー転換 1.06 0.56 ▲47％ ▲27％

非エネルギー起源CO2、メタン、N2Ｏ 1.34 1.15 ▲14％ ▲８％

HFC等４ガス（フロン類） 0.39 0.22 ▲44％ ▲25％

吸収源 - ▲0.48 - (▲0.37億t-CO2)

二国間クレジット制度（JCM）
官民連携で2030年度までの累積で１億t-CO2程度の国際的な排出削減・
吸収量を目指す。我が国として獲得したクレジットを我が国のNDC達成のため
に適切にカウントする。

-

「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度46％削減目標※等の実現に向け、計画を改定。
※我が国の中期目標として、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。
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新たな地球温暖化対策計画の構成

■メタン・一酸化二窒素
■代替フロン等４ガス

■国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割

■地球温暖化対策・施策
• エネルギー起源二酸化炭素
• 非エネルギー起源二酸化炭素、メタン、
一酸化二窒素、代替フロン等４ガス

• 温室効果ガス吸収源対策・施策
• 分野横断的な施策
• 基盤的施策

■公的機関における取組

■地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項

■特に排出量の多い事業者に期待される事項

■脱炭素型ライフスタイルへの転換

■地域の魅力と質を向上させる地方創生に資する地域脱炭
素の推進（地域脱炭素ロードマップ）

■海外における温室効果ガスの排出削減等の推進と国際連
携の確保、国際協力の推進
• パリ協定に関する対応
• 我が国の貢献による海外における削減
• 世界各国及び国際機関との協調的施策

■エネルギー起源ＣＯ２

■非エネルギー起源ＣＯ２

■温室効果ガス吸収源
■横断的施策

■我が国の温室効果ガス削減目標
• 2030年度に2013年度比で46％減を目指す、

さらに、50％の高みに向けて挑戦を続ける
■計画期間

• 閣議決定の日から2030年度末まで

■地球温暖化対策計画の進捗管理
• 毎年進捗点検、少なくとも３年ごとに計画見直しを検討

 国民・各主体の取組と技術開発の評価方法
 推進体制の整備

■我が国の地球温暖化対策の目指す方向
① 2050年カーボンニュートラル実現に向けた中長期の戦略的取組
② 世界の温室効果ガスの削減に向けた取組

■地球温暖化対策の基本的考え方
① 環境・経済・社会の統合的向上
② 新型コロナウイルス感染症からのグリーンリカバリー
③ 全ての主体の意識の改革、行動変容、連携の強化
④ 研究開発の強化と優れた脱炭素技術の普及等による世界の温
室効果ガス削減への貢献

⑤ パリ協定への対応
⑥ 評価・見直しプロセス（ＰＤＣＡ）の重視

第１章 地球温暖化対策の推進に関する基本的方向

第２章 温室効果ガスの排出削減・吸収の量に関する目標

第４章 地球温暖化への持続的な対応を推進するために

第３章 目標達成のための対策・施策

別表（個々の対策に係る目標）

はじめに（科学的知見、これまでの我が国の取組、パリ協定実施方針に関する交渉等）
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新たな地球温暖化対策計画_産業界における自主的取組の推進

 産業界は、産業界における対策の中心的役割として引き続き事業者による自主的取組を進めることとする。

 低炭素社会実行計画の目標、内容については、その自主性に委ねることによるメリットも踏まえつつ、社会的
要請に応えるため、産業界は下記①～⑧の観点に留意して計画を策定・実施し、定期的な評価・検証等
を踏まえて随時見直しを行うこととする。

 下記①～⑧の観点に基づき、政府は、各業種により策定された低炭素社会実行計画及び2030年に向け
た低炭素社会実行計画に基づいて実施する取組について、関係審議会等による厳格かつ定期的な評価・
検証及び低炭素社会実行計画の進め方の検討を実施する。

【留意すべき視点（要約）】

① 引き続き、中小企業も含めた業界内カバー率の引き上げに向けて努力する。

② 政府の2030年度目標との整合性や2050年のあるべき姿を見据えた2030年度目標設定、共通指標としての2013年度比の
CO2排出削減率の統一的な見せ方等、検討を進める。

③ PDCA サイクルを推進する際、2030 年目標の業種間比較がしやすいように、前提となる条件を明確化し、透明性を確保しながら、
社会・産業の構造の変化や技術革新の進歩など様々な要因を考慮する。

④ 自らの排出削減目標に加えて、脱炭素製品・サービスの提供を通じて、関連業種とも連携しながら、サプライチェーン全体のCO2
排出量の削減に貢献する。

⑤ 脱炭素製品・サービス等の海外展開等を通じた世界規模での排出削減、地球温暖化防止対策のための国際ルールに基づく技術・
ノウハウの移転や、民間ベースの国際的な連携活動の強化等に積極的に取り組むとともに、事業分野に応じた取組による削減貢献
を示す。

⑥ 2030年以降も見据えた中長期的視点で、2050年カーボンニュートラル（CN）の実現に向けた革新的技術の開発・実用化に
積極的に取り組む。

⑦ 取組についての分かりやすい情報発信のため、信頼性の高いデータに基づく国際比較等とともに、積極的な対外発信を行う。
⑧ 2050年CNや2030年度の削減目標の進捗状況を踏まえて、本計画の実効性・有効性を検証するとともに、業界が参画しやすい

ように、調査設計の簡素化等に取り組む。


